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オープンデータシンポジウム2015

公開から活用へ
オープンデータを地方創生にいかに活かすか



オープンデータ

■定義
公共性の高い情報を、誰でもが、自由に編
集・加工などができるように、オープンラ
イセンスで提供するもの
▶分野で言えば、狭義では行政情報、広義には民
間事業者や個人が提供する情報も含む
▶オープン性の観点で言えば、属性や共有に制限
がある場合はオープンデータと呼ばない、といっ
た厳格性をもった定義が言われることもある

http://opendefinition.org/  (Open Definition)
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iii, The University of Tokyo

オープンデータ
そもそもは…
米国のオバマ大統領就任時

2009年
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iii, The University of Tokyo

お金ないのに成長したい
予算を減らしたい
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iii, The University of Tokyo

米国の成功が世界へ…

5



iii, The University of Tokyo

例えば
ロンドンオリンピック
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iii, The University of Tokyo

そこで2014年の
G8でコミュニケ

オープンデータ憲章
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iii, The University of Tokyo

PART 1
日本のオープンデータを
巡る状況
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iii, The University of Tokyo

1-1
政府レベルの取組状況
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「世界最先端IT国家創造宣言」を改定

■ 内閣官房IT総合戦略本部より、日本
のIT戦略である「世界最先端IT国家
創造宣言」が改定（2015年6月30
日）

■ 2013年〜2015年の活動総括から
▶日本政府のオープンデータカタログサイト

"data.go.jp"が本格稼働し、13,038件のデ
ータ・セット収録が評価

■ オープンデータの推進は継承
▶利活用の促進を意識した対応
▶「課題解決型のオープンデータの推進」
▶府省庁の政策決定課程にオープンデータに
よる対応をビルトイン化

▶政府標準利用規約の見直し、国際的オープ
ンデータライセンスとの整合

▶オープンデータの語彙（ボキャブラリ）、
APIの整備

▶「地方公共団体オープンデータ推進ガイド
ライン」の普及促進、地域課題の解決

▶オープンデータの国際展開の推進
▶国際的資料（グローバルインデックス）の
確立に向けた取組、海外発信
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政府カタログサイト（data.go.jp）本運用開始
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オープンデータ推進の環境整備
（内閣官房電子行政オープンデータ実務者会合の活動）
■ 各種資料が改定・更新

■ 新たなオープンデータの展開に向けて（2015.6.30）
▶（概要）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/aratanaod/aratanaod_gaiyou.pdf
▶（本文）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/aratanaod/aratanaod.pdf

■ 電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ（2015.6.14）
▶（概要）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/kettei/rm_gaiyou.pdf
▶（本文）http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20130614/siryou3.pdf

■ 二次利用の促進のための府省のデータ公開に関する基本的考え方（ガイドライン）（
2015.6.25）
▶（概要）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/kettei/data/gl26_gaiyou.pdf
▶（本文）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/kettei/data/gl26_honbun.pdf

■ 地方公共団体オープンデータ推進ガイドライン（2015.2.12公表、4.27 手引更新）
▶（概要）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/kettei/opendate_gaiyou.pdf
▶（本文）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/densi/kettei/opendate_guideline.pdf
▶「オープンデータをはじめよう！」
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地方版総合戦略の策定（官邸：まち・ひと・しごと創生本部）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/
■ 地方版総合戦略

▶各地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、2015〜2019年度（5か年）の政策目標
・施策を策定

■ データに基づく、地域ごとの特性と地域課題の抽出
▶国はデータに基づく地域経済分析システムを整備
▶各地方公共団体は必要なデータ分析を行い、地域課題等を踏まえて「地方版総合
戦略」を策定

■ 自治体の計画策定における、データに基づいた判断が求められている
▶オープンデータも含めた、行政データの整備が自治体でも必要に

■ 自治体がオープンデータに取り組む計画自体を、地方版総合戦略に含めて
いくことが望ましい
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国交省：歩行者移動支援に関するオープンデータ
https://www.hokoukukan.go.jp/top.html
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国交省：歩行者移動支援に関するオープンデータ
https://www.hokoukukan.go.jp/top.html
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国交省：歩行者移動支援に関するオープンデータ
https://www.hokoukukan.go.jp/top.html
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2020年に向けたオープンデータの取組
（総務省2020年に向けた社会全体のICT化推進に関する懇談会）
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iii, The University of Tokyo

1-2
すすむ、地方自治体の
オープンデータ化
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日本のオープンデータ都市数 = 166（2015年11月22日現在）
http://fukuno.jig.jp/app/opendatacity/
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iii, The University of Tokyo

PART 2
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iii, The University of Tokyo

日本での普及を促進す
るため

「オープン」の啓蒙・教育
標準化
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経緯と、ここまでの活動〜公開から利活用・ビジネス創出へ〜

■ 2012年7月 オープンデータ流通推進コンソーシアム設立
▶産官学共同でのオープンデータ推進を目的として設立
▶委員会活動や、シンポジウムやコンテスト等の実施による啓蒙活動を実施
データ公開のための技術・利用ルール上の留意点をまとめた「オープンデータガイド」を
公開
シンポジウムや勝手表彰を実施し、国内外の取組を紹介
アプリコンテストを実施し、オープンデータの利用を促進

▶2014年10月 情報化促進貢献（企業・団体等部門）として総務大臣表彰
■ 2014年10月 VLEDとして改組

▶コンソーシアム時代のデータ公開推進と啓蒙に加えて、データの利活用によ
る新規ビジネスの創出、地方創生の推進を目的として、一般社団法人化
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役員構成

■ 理事長
▶坂村健（東京大学教授）

■ 副理事長
▶篠原弘道（日本電信電話㈱）

■ 専務理事
▶清水隆明（日本電気㈱）

■ 理事
▶有井和久（㈱電通）
▶井上由里子（一橋大学 教授）
▶宇佐見正士（KDDI㈱）
▶織田浩義（日本マイクロソフト㈱）
▶越塚登（東京大学 教授）
▶小林伸司（日本アイ・ビー・エム㈱）
▶高橋伸明（㈱日立製作所）
▶中村伊知哉（慶應義塾大学 教授）
▶廣野充俊（富士通㈱）
▶本多均（㈱三菱総合研究所）

■ 最高顧問
▶小宮山宏（㈱三菱総合研究所 理事長）

■ 顧問
▶徳田英幸（慶應義塾大学 大学院政策・メ
ディア研究科委員長）

▶村井純（慶應義塾大学 環境情報学部長）
▶内山田竹志（日本経済団体連合会副会長
・情報通信委員長）

■ 監事
▶三尾美枝子（キューブＭ総合法律事務所
弁護士）

■ 事務局
▶㈱三菱総合研究所
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社員・賛助会員・自治体会員

■社員(50音順、計9社)
▶KDDI㈱
▶㈱電通
▶日本アイ・ビー・エム㈱
▶日本電気㈱
▶日本電信電話㈱
▶日本マイクロソフト㈱
▶㈱日立製作所
▶富士通㈱
▶㈱三菱総合研究所

■自治体会員（計54団体）
■賛助会員（計110団体、3名）
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VLED平成27年度の活動内容
（各委員会の活動）
■技術委員会

▶オープンデータ利活用ガイドの作成（データガバナンス委員会と共同）
▶オープンデータの公開・利活用に有用なツール集の作成

■データガバナンス委員会
▶オープンデータ利活用ガイドの作成（技術委員会と共同）
▶オープンデータの公開・利用に関するFAQの作成

■利活用普及委員会
▶Mashup Award 11への参画＋協力
▶自治体職員向け研修プログラムの実施
▶シンポジウムの実施

■ 2020オープンデータシティ推進委員会
▶オープンデータ・ビッグデータの活用による目指すべき未来社会の検討
▶データ活用人材確保に関する検討
 「地方創生に資するデータ活用プラン」公募
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VLED平成27年度の活動内容
（「地方創生に資するデータ活用プラン」公募）

■目的
▶地域経済の活性化や地域課題の解決など、地方創生に資するため、地方公共
団体の協力を得て、オープンデータやビッグデータを活用した新たなサービ
スやアプリケーション、事業モデルなどの効果や課題を明らかにするととも
に、成果を広く社会全体で共有する。

■実施方法
▶地方自治体の協力を得た法人からの提案を受け、「2020オープンデータシテ
ィ推進委員会」委員による審査のうえ採択

▶20件の応募から以下の4件を採択
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提案者 連携自治体 テーマ

信州大学 塩尻市（長野県） 地域オープンデータプラットフォーム、及び分析結果のデータの
環流の仕組み作りと土砂災害防止への応用
〜最先端のセンサーネットワーク研究成果の応用スキーム〜

日本アイ・ビー・エム株式
会社

川越市（埼玉県） 公共施設集約化推進施策の一環としてのコミュニティバス最適配
置の可能性検証

日本ユニシス株式会社 横浜市 地域金融機関と共に進める、ダブルケア（介護・子育て）関連事
業者支援プロジェクト

福井県情報システム工業会 福井県 オープンアプリによる地方創生エコシステム構築事業



VLED平成27年度の活動内容
（MASHUP AWARDS 11）

■ MASHUP AWARDS とは
▶ Web開発者が自ら開発したWebサイトやスマートフォンアプリ等を通して技
術、デザイン、アイデアを競い合うコンテスト

▶2006年にスタートし、今年は11回目

■ 6つの部門賞のうち、CIVICTECH部門賞を運営
▶CIVIC TECHとは
ICT技術等を活用して地域なコミュニティの課題を解決するための活動、またはその技術

▶自治体から提供されたオープンデータ等を用いて地域課題を解決するアプリ
やサービスを表彰

▶オープンデータ賞: Sppada（スパーダ）-日本全国の地域を診る
▶オープンデータパートナー賞: ふむふむ
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iii, The University of Tokyo

PART 3
公共交通オープンデータ
協議会
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公共交通オープンデータ協議会の目的

29

■ 「公共交通オープンデータ協議会」では、公共交通に関する「オープンデータ」を核とし、更に公共
交通オープンデータ研究会での研究開発成果を発展させた、先進的な次世代公共交通情報サー
ビスの構築、およびその標準プラットフォームの研究開発、公共交通政策提言を実施します。

■ 2020年の東京オリンピック・パラリンピックにおける円滑な公共交通提供に資する、オープンデータ
方式による情報サービスを担います。



体制（2015年11月現在）
■ 会長

▶ 坂村 健（東京大学教授）
■ 顧問

▶ 邊見隆士（東京都 都市整備局技監）
▶ 西倉鉄也（東京都 建設局道路監）
▶ 若干名、依頼中

■ 理事社
▶ 東京地下鉄㈱
▶ 日本電気㈱
▶ 東日本旅客鉄道㈱
▶ 富士通㈱

■ 先端ICTパートナー
▶ 日本マイクロソフト㈱

■ オブザーバ
▶ 総務省
▶ 国土交通省
▶ 東京都
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■ 会員
▶ウイングアーク1st㈱
▶㈱ヴァル研究所
▶小田急電鉄㈱
▶関東バス㈱
▶グーグル㈱
▶京王電鉄㈱
▶京成電鉄㈱
▶京浜急行電鉄㈱
▶ジョルダン㈱
▶西武鉄道㈱
▶全日本空輸㈱
▶ソニー㈱
▶大日本印刷㈱

▶東京急行電鉄㈱
▶東京国際空港ターミナル㈱
▶東京大学大学院情報学環
▶東京都交通局
▶東京メトロポリタンテレビジョン㈱
▶東京臨海高速鉄道㈱
▶東武鉄道㈱
▶東武バス㈱
▶成田国際空港㈱
▶日本空港ビルデング㈱
▶日本航空㈱
▶日本電信電話㈱
▶㈱パスコ
▶㈱日立製作所
▶防衛大学校
▶㈱ゆりかもめ
▶ YRP ユビキタス・ネットワーキング
研究所
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活動内容：オープンデータ開発者サイト

API仕様 サンプルコード

フォーラム（開発者間の情報交換） データカタログ



活動内容：乗客への情報提供サービス（ドコシル、ココシル）

■ リアルタイム運行情報サービス「
ドコシル」
▶ 鉄道やバスなどのリアルタイムな運
行情報及び、時刻表の情報提供

▶リアルタイムな列車、バス在線情報
や運行情報、時刻表情報の提供

■ スマートターミナルサービス「コ
コシルターミナル」
▶駅、空港などの公共交通施設の情報
提供

▶施設混雑状況といったリアルタイム
施設情報の提供

▶位置情報を取得することによる、構
内案内の実施

▶構内案内ではBluetooth LE を用いた
ココシルマーカーを駅、空港施設に
設置し情報提供を行うための実験を
実施
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活動内容：公共交通情報の多言語提供

■機械翻訳を活用した多言語情報
提供手法

■公共交通情報を提供するために
必要となる辞書やコーパスの情
報を整理

■駅名等の固有名詞は、かな、ロ
ーマ字表記などを整備
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活動内容：輸送障害時の情報提供手法

■替輸送手段の案内方法
▶鉄道路線で障害が発生した場合に
、鉄道だけでなくバスやタクシー
などへの乗り換えを促す

▶航空機で欠航が出た場合の代替手
段の案内方法

▶バスロケーション情報、電車のリ
アルタイム情報などを組合わせて
乗り換えを促す

■事業者間の情報交換
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iii, The University of Tokyo

東京メトロオープンデ
ータコンテスト
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Tokyo Metro Co. Ltd., Open Data Contest Now
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コンテストで提供するオープンデータ

■東京メトロ全線の列車位置、遅延時間等に係るデータを提供
※データは１分ごとに配信
▶方向（どこ方面行きか）
▶列車番号
▶列車種別（普通、特急、急行、快速、臨時） ※非営業列車（試運転、回送
）は公開しない

▶始発駅・行先駅
▶所属会社（どの鉄道事業者の車両か）
▶在線位置（ホーム、駅間の２区分）
▶遅延時間（５分以上の遅延を「遅延」として表示）

■上記データに加え列車・施設に関する多様なデータを提供列車情報
駅時刻表、運賃表、駅間所要時間、各駅の乗降人員数、女性専用車両

▶施設情報
バリアフリー情報、駅出入口情報、車両ごとの最寄り施設・出入口案内
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アプリコンテスト応募作数＝281

38



iii, The University of Tokyo

東京メトロアプリコンテストの事例だけで

ROI = 約10億円
（初期開発の効果のみで）

約300万円のアプリが約300個
更に他社・他者のデータの価値は、更に大きい
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iii, The University of Tokyo

今後の活動
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平成27年度活動目標

41

公共交通オープンデータセンター設立



iii, The University of Tokyo

PART 5
参考情報
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東京ミッドタウンホール
■ ミッドタウン・イーストB1F

2015/12/09 (Wed) ～ 11 (Fri)
43
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